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〔研 究 ノー ト〕

首相公選制度下における分裂投票
-誠 実投票インセンティブ仮説の検証-

浜中 新吾

要 旨:イ ス ラエ ルで は首相 公選 制導 入後,議 会 で多 くの政 党が 乱立 す る よ うにな り,公 選

首 相が 連立 政権 の 維持 に精 力 を注 が ざる を得 ない状 況 に陥 っ た。政 党乱 立 の要 因 は有 権 者

の 「分 裂投 票 」 に あ る とされ たが,「 分裂 投 票」 をつ く りだ した メカ ニ ズム につ い ては 十

分 明 らか に されて きた とは言 え ない。 そ こで本 稿 では 「首相 公 選制 度下 で は誠実 投票 イ ン

セ ンテ ィブが 生 じ,有 権者 の選 好 に沿 っ た投 票 行動 が 強 まっ た」 とい う仮説 を立 て,統 計

的 に検 証 した 。

条件付 ロ ジ ッ トモ デル に よって検 証 した結果,仮 説 は支持 され た。 よ って本稿 は次 の よ

うに結 論 した 。首相 公 選制 度導 入前 と廃 止 後 の選挙 で は,政 府 選択 の機 会 と議 会構成 の 選

択 機会 が不 可 分で あ るた め,連 立 政権 での 政府 選択 を優 先 す る投 票 が あ りうる。 しか し首

相 公選 制度 下 で は,有 権者 は誠 実投 票 を行 う と考 え られ る。 よ って首相 公選 期 に は多党 化

が 進 む こ とにな った。

1. イスラエルの首相公選制導入 と廃 止

政治をより良い ものとするため,人 々はしば

しば制度の改革を行って きた。では一体どのよ

うな政治制度が望ましいのか。議院 内閣制 と大

統領制ではどちらが望 ましい統治システムなの

だろうか。そもそ も望 ましさの基準 とはなんだ

ろうか。かような問題意識から政治の制度工学

的研究(Political Engineering)が 行われている。

まが りな りにで も民主政治が行われている国

において,比 較的容易 に変更できる制度のひと

つが選挙制度である。選挙のや り方を変えよう

とする際,選 挙区ごとに異なる一票の重みを是

正するためや,行 政府 と立法府との関係 を安定

させる政党 システムを実現 しやす くするため,

といった理由付 けがなされる。 しかし選挙制度

と政党システムの関連 については,実 際に制度

を運用 してみないことにはわからないことも多

い。新制度導入の際に想定 されていた目的 とは

全 く異なる結果に陥ることも,け っして少なく

はない。

わが国では2001年,小 泉純一郎首相の強い意

志 により 「首相公選制を考える懇談会」が組織

され,一 時は国民的議論 にまで発展 した(1)。こ

の議論の中,首 相公選制 を実際に体験 した世界

でただひとつの事例 として注目されたのがイス

ラエルである。本稿 はこの首相公選制導入前後

と廃止後の投票行動 を分析す る。 しか しなが

ら,で きるだけイスラエル政治特有の文脈から

ではなく,首 相公選制度の導入 という制度変更

がどのようなメカニズムによって投票行動を変

化 させ,政 党システムを変容 させたのか という

一般的問題 に焦点 を当てたい。言い換えると,

首相公選制度 と比例代表制議会選挙の組み合わ

せ には,有 権者にとってどのようなインセ ンテ

ィブがあるのか,と い う問題 にアプローチ して

いる。

イスラエルで1996年 か ら2001年 の間に採用 さ

れた首相公選制度(2)は,統 治システムの観点か

ら言えば議院内閣制である。この国では1948年

の建国以来,定 数120の 一院制議会(ク ネセ ッ

ト)を 全国一区のリス ト拘束型比例代表選挙で
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選出 してきた。首相公選制度は,大 統領によっ

てクネセッ ト議員の中から任命される首相候補

を,有 権者が直接選ぶことがで きるようにした

ものである。有権者か ら見た場合,公 選首相 に

投 じる票 とクネセット選挙で政党に投 じる票の

二票を持つことになる。

首 相 公 選 制 度 の導 入 が 決 定 さ れ た 直 後 に イ ス

ラエ ル民 主 主 義 研 究 所(Israel Democracy Insti-

tute)か ら出 さ れ た 研 究 論 文 集 の 中 で,バ ー ノ ン

・ボ グ ダ ノ ア は この 制 度 を次 の よ う に評 した 。

多党制の もとだと,首 相の直接選挙は,

フランス大統領選挙のように二回の投票 を

必要とするだろう。一回目が予備選 挙 とな

り,上 位二人の候補者のみが二回目の投票

へ と進むだろう。二回目の投票で勝利する

ために,候 補者は中央 に位置する浮動票 に

訴えねばならない。それゆえ勝利する候補

者はおそ らく極端な左派あるいは右派から

よりも,穏 健派か ら現れるであろうし,大

統領制が政治的緊張の低減にかな り貢献 し

てきたフランスのようになるだろう。競争

は遠心 的な もの よりも求心的な もの とな

り,極 端な立場の小規模政党の影響力は弱

まるに違いない。 もっと言えば,首 相の直

接選挙はイスラエルの政党システムにおけ

る萌芽的な二党制を強化することになるに

違いない し,二 回目の投票で敗れた候補者

はおそらく野党党首 として受け入れられる

だろう。はっきりと定義 された野党ブロッ

クが出て くるに間違いな く,こ のことが与

党 と野党の責任あるシステムの成長を促進

するだろう。(Bogdanor 1993,p.98.)

国全体 を一選挙区 とする比例代表制選挙で

は,制 度的に政党数 を削減す る機能が弱いた

め,イ スラエルの政党システムは小党が乱立す

る分極型多党制だといえる。建国以来,過 半数

を得 た政党は存在 しないので,イ スラエルの政

府はすべて連立政権である。ゆえに選挙で最大

議席数 を得た政党は連立のパー トナーになって

くれるように各政党 と交渉 し,連 立形成後はパ

ー トナー政党に離脱されないように予算配分面

での配慮や政策運営上の相談を欠かすことがで

きない。

ボグダノアの言 うように首相公選制導入の目

的は連立のパー トナーとな りうる中小政党の力

を抑え,安 定 した政府のもとで首相がリーダー

シップを発揮できる環境 を創ることだった。 し

か しながら採用 された新制度は目的を果たす こ

とがで きず,む しろ中小政党の議席数 を増や

し,政 治力 を高 める結果になった と判断 され

た。このことは,実 際の首相直接選挙が行われ

る前からサル トーリが既に問題点を指摘 してい

た し(3),わが国でも中村(2001)や 池田(2002)

をはじめ,首 相公選制を論 じた多 くの文献で報

告された。結局,首 相公選制は2001年 を最後に

廃止されることとなる。

この制度の導入を推 し進めたのは4人 のクネ

セ ット議員たちだった。彼 らの念頭にあったの

は,国 民によって直接選ばれた首相ならば組閣

プロセスにおいて,パ ー トナーとなる政党の要

求には強いリーダーシップをもって臨むことが

可能 とな り,閣 僚の任用 もクネセ ットでの勢力

に配慮 した政治的なものではなく,個 人の適性

や能力 を勘案 して行い うる,と い うものだっ

た。 しかしなが ら,首 相公選 という制度改革が

クネセ ット選挙に及ぼす影響 については,考 慮

されなか った ら しい(Doron & Harris2000,p.

80.)。

現実には,首 相候補を出した労働党とリクー

ド党は大幅に議席 を減 らす ことになった。この

ためクネセッ トには制度導入以前よりも多 くの

政党が乱立するようになり,1999年 の選挙結果

によって事実上大政党 と言える勢力はな くなっ

た。イスラエルの有権者は首相候補への投票 と

クネセット選挙での投票を分割させる,い わゆ

る 「分裂投票(Split Ticket Voting)」 を行 ったの

だ。次の図1は1996年 と1999年 選挙における投

票パターンのグラフである。 この図から首相候
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図1 首相 公選 制下 の投 票 パ ター ン

出典: Israel Election Study 1996お よび1999よ り筆者 作成

図2 有効政党数

出 典:浜 中新 吾 「選 挙制 度改革 とイス ラエ ルの 政党 シス テム」 『山形 大学 紀要(社 会科 学編)』

34巻1号,129ペ ー ジ。

有効 政党 数の 定義式 はN=1/Σvi2。viは 各党の 議席 率。

補 へ の 支 持 と政 党 へ の 支 持 との 関連 を知 る こ と

が で き る(4)。

図1の 一 番 上 の グ ラ フは,1996年 に首 相 選 挙

で ネ タニ ヤ フ(リ ク ー ド党 候 補)に 投 票 す る 有

権 者(n=491)の う ち,76%が リ クー ド党 に も

投 票 す る意 思 が あ っ た こ と を示 して い る。 つ ま

り,分 裂投票の割合は2割 程度であったと考え

ることがで きるだろう。 しか しなが ら1999年 選

挙ではネタニヤフに投票する有権者(n=429)

のうち,リ クー ド党にも投票すると答えた割合

は64%に 低下 している。よって分裂投票の割合

が増加 したといえる。
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労働党の場合はより顕著である。上から二番

目のグラフはペレス(労 働党候補)に 投票する

有権者(n=522)の うち,労 働党 にも投票する

意思を示 した有権者は79%い たことを示 してい

る。 しか し3年 後の選挙ではバラク(労 働党候

補)に 投票すると答えた有権者(n=576)の う

ち,労 働党にも投票する割合は58%に 過 ぎなか

った。図1か ら,バ ラク支持者の4割 は分裂投

票をするつもりであったことが読み取れる。

この ような分裂投票の増加が1999年 選挙の結

果,ク ネセッ トの政党数を押 し上げたのではな

いだろうか。図2はLaaksoとTaageperaの 「有

効政党数」 を選挙結果ごとに計算 し,そ の変動

を表 したものである。これを見ると首相公選制

下の選挙でクネセットに議席 を有する政党の数

が爆発的に増加 したことがわかる。

2. 分裂投票の発生原因

ではなぜ分裂投票が起きたのであろうか。本

稿で明 らかにしたい問題はこの点である。イス

ラエル選挙 を扱った先行研究は次の ように説明

している。

Hazan&Rahat(2000)は 「首相直接選挙は主

に一般的な理念を表明する場 とな り,ク ネセ ッ

ト選挙はより個別の理念が表明される場 となっ

た」 と主張する。そして選挙プロセスの観察を

通 じて 「首相職 を求める二人の候補者が外交政

策に焦点を当て,浮 動票 を求めて当選に必要と

される絶対多数 を得ようと中道的立場に収斂」

していった一方で,「比例代表のクネセッ ト選

挙において各政党は国内政策に焦点 を当てるこ

とがで きた」 ことを指摘 した(P.1327.)。 これ

は選挙のタイプによって焦点となる政策イッシ

ューが異な り,そ のことが分裂投票 を促進 した

という見方である。ただし,有 権者がなぜ二つ

の投票機会に別々の投票動機を持ったのかにつ

いては説明されていない。

分裂投票 を生み出すのは制度的要因ではな

く,政 治的解決を必要とする社会の側がいかに

多 くの利害関係によって切 り刻まれているか,

という社会的亀裂の深 さが影響するか もしれな

い。Horowitz(2002)は 分裂投票が選挙制度の

変更 による ものなのか,そ れ とも社会の側の

「集合的価値観の低下や,直 接民主主義の採用,

およびラビン暗殺に見 られる社会的亀裂の深化

の影響なのか どうか」を考察 し,イ スラエルの

分裂投票が人口動態学的 ・地理的要因との関連

があるのかどうか,そ して分裂投票がイスラエ

ル社会のある階層 に特によく見 られるものなの

かどうかを,投 票地区別に集計された二回分の

選挙結果資料 を比較す ることによって検証 し

た(5)。

イスラエルは移民社会であるため,マ ルチ ・

エスニ ックで社会的亀裂が比較的深い社会構造

を持 ち,こ のことが投票行動 と多党制の説明に

よく用いられてきた。 しか しながら世代 を経る

にしたがって,移 民の第一世代が持ち込んだ価

値観やエスニックなアイデ ンティテ ィは薄れて

いき,「イスラエル人」としての同化 も進んでい

るとされる。またサーベイデータを用いた投票

行動分析だと,こ うした要因の影響は表れにく

い(Shamir & Arian 1999)。

さきにも述べたように,本 稿は選挙制度の変

更が どのようなプロセスを経て,有 権者の政治

行動に変化をもたらしたのかに関心がある。制

度変更と政治行動の変化の間を埋めて くれるリ

ンクには他 にどの ようなものがあるのだろう

か。

Nachimias & Sened (1999)に よれば,92年

以前は,有 権者 の選好に最 も近い小政党に投票

するのではな く,「組閣の優先権 を得 る機会 を

増やすために,同 じ陣営の大政党にあえて投票

する」 ことがありえた。 しか し1996年 から2001

年に採用 された 「新選挙法は同 じ陣営の大政党

に投票す る イ ンセ ンテ ィブ を失 わせ た」(p.

277.)。 つま り首相公選制導入によって選好 よ

りも政権選択を優先する有権者は減少 し,自 分

の選好に誠実(Sincere)な 投票が増えたという

説である。Bueno de Mesquita(2000)も 選挙制

度改革 とイスラエル市民の投票行動の関係を演



182

繹 的 に 考 察 し,同 様 の 可 能 性 を 指 摘 し て い る

(pp.63-64.)。 た だ し両 者 と も デ ー タ を 用 い た

実 証 分 析 は行 っ て い な い 。

Nachimias & Sened (1999)お よ びBueno de

Mesquita (2000)の 議 論 は,政 策 イ シ ュ ー の 違

い や社 会 構 造 か らの 説 明 と は異 な り,制 度 が 持

つ イ ンセ ン テ ィブ の 問 題 に直 接 答 え て くれ る。

ゆ え に,制 度 変 更 と政 治 行 動 の変 化 の 間 を埋 め

て くれ る リ ンク と して普 遍 性 が あ り,イ ス ラエ

ル社 会 が お か れ た 環 境 の特 殊 性 を過 度 に 強 調 す

る もの で は な い と思 わ れ る 。 こ の 仮 説 を本 稿 で

は 「誠 実 投 票 イ ンセ ンテ ィ ブ」 と呼 ぶ こ と に し

た い 。

3. 仮説 と分析モデル

本稿は首相公選制度 を導入 したイスラエルで

有権者の投票行動がいかなる影響 を受け,そ し

て主にいかなる要因で説明されるのかを分析す

る。この場合,問 題は分裂投票 を作 り出す要因

の特定に帰着するといってよい。これ までの議

論か ら本稿で検討する仮説 は以下の ものであ

る。

仮説:分 裂投票は誠実投票インセンティブに

よって生 じる。

この仮説では,制 度変更に伴 う投票行動の変

化を次のように想定 している。まず首相公選制

導入以前のクネセッ ト選挙では,比 例代表制で

あることか ら,有 権者は基本的に誠実投票 を行

っていたが,選 挙後の連立 を考慮 して同じブロ

ックの大政党 に投 票する者 もいた。1996年 と

1999年 は制度変更によって有権者は首相を直接

選ぶ機会を得た。なおかつ,労 働党とリクー ド

という大政党だけが首相候補 を出 したため(6),

政府の選択をクネセ ット選挙で考慮する必要が

なくな り,誠 実投票が増えた。2003年 選挙では

首相公選制が廃止 されたので,こ れに伴 う誠実

投票インセンティブが失われた。ゆえに再び政

権選択 を重視する投票者が現れたのではないだ

ろ うか(7)。

よ って 「首 相 公 選 制 度 下 で は 誠 実 投 票 イ ンセ

ンテ ィ ブが あ っ た た め,ク ネ セ ッ ト選 挙 で 自己

の 選 好 に 沿 っ た 投 票 を行 う有 権者 が 増 え て い

た」 こ と を社 会 調 査 デ ー タ の計 量 分 析 に よ っ て

立 証 した い 。 従 属 変 数 を投 票 す る政 党,独 立 変

数 を 政 党 選 好 とす る と,検 証 す るモ デ ル は 標 準

的 な 回 帰 モ デ ル に な る 。 た だ し従 属 変 数 が 非 序

列 化 離 散 変 数 で あ り,独 立 変 数 が 従 属 変 数 の 選

択 肢 の 属 性 に 依 存 して い る(こ れ を 「選 択 肢 固

有 の独 立 変 数 」と呼 ぶ)。 そ の 上,選 挙 で の 政 党

選 択 で は 「無 関 係 な 選 択 肢 か らの 独 立 性(Inde-

pendence from Irrelevant Alternatives, IIA)」が 論

理 的 に仮 定 で き な い た め,こ の 条 件 を も満 たす

モ デ ル を 選 ば な くて は な ら な い(鈴 木2000;

堀 内2001)。 そ こ で,本 稿 の 分 析 で はIIAの 検

定 を行 っ た 上 で 条 件 付 ロ ジ ッ トモ デ ル(Condi-

tional Logit Model)を 利 用 す る。

さらに追加的な説明変数 として,「 政治 イデ

オロギー」 と 「宗教性-世 俗性」における自己

の位置付けを 「選択主体固有変数」=「 有権者

の属性」 として分析モデルに含めることにした

い。 イスラエルの政党 システムは 「パ レスチナ

問題 に対する姿勢」 と 「宗教的か世俗的か」 と

いう二つの軸で位置付けられることが多 く,前

者を 「右派-左 派」の 「政治 イデオロギー」 と

して自己規定することにイスラエル人自身が慣

れ親 しんでいる。イスラエルの投票行動研究に

おいて,依 拠する理論が有権者の属性や政党支

持態度,候 補者イメージなどから投票する政党

を決定するミシガン ・モデルやこれに争点態度

や現職候補の業績評価 を含めたモデルであれ,

イデオロギー空間を想定 した合理的選択論 に基

づ く空間的投票モデルであれ,「 政治 イデオロ

ギー」 と 「宗教性-世 俗性」の二つを含めてモ

デル ・ビルディングがなされている(8)。本稿で

もこの方法を踏襲する。

よって,こ こでは条件付 ロジッ トモデルによ

る投票行動データの計量分析を行 うことによっ

て,選 挙 ごとの政党選好の係数を推定 したい。
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条件付ロジッ トモデルは次の式によって定義 さ

れる。

この式は有権者tが 選択肢jを 選ぶ確率は,選

択肢(政 党)固 有の独立変数xと 有権者 に固有

の独立変数wで 決 まることを意味す る。 β'は

xの 影響度 を示すパ ラメータの推定値,α'はw

の影響度 を示すパ ラメー タの推定値 である。

(1) 式の右辺の分母はすべての政党選択の組み

合わせ をxとwの 一次式で表 し,こ れをべ き乗

する自然対数底の和であ り,分 子は選択肢jを

選んだ場合,こ れをxとzで 表 した一次式 をべ

き乗 す る 自然対 数底 を意味 す る(グ リー ン

2001,1091頁;Green2002,E19-14.)。

首相公選制度下で二回行われたクネセ ット選

挙での政党選好xの 係数をβt1およびβt2とし,

首相公選制度導入前 と廃止後のそれ をβt1-1お

よび βt2+1とす ると,次 の ことを立証すればよ

い 。

4. データの概要 と変数の作成

本 稿 で 使 用 し た デ ー タ は ハ イ フ ァ 大 学 の

Asher Arianと テ ル ア ビ ブ大 学 のMichal Shamir

に よ っ て 定 期 的 に 収 集 さ れ て い るIsrael Elec-

tion Studiesシ リー ズ の う ち,1992年 度 か ら2003

年 度 まで の4つ の セ ッ トで あ る 。 デ ー タ はヘ ブ

ラ イ大 学 の社 会 科 学 デ ー タ セ ン タ ー(ISDC)よ

り提 供 を受 け た(9)。

従属変数である 「投票政党」はサーベイ調査

時の 「もし今 日選挙があるならばどの政党に投

票 しますか」 という質問の回答 を用いた。ただ

し本稿の関心が,首 相公選制度下の選挙におい

て分裂投票が生 じ,ク ネセ ット選挙での労働党

およびリクー ド党への票が減少 したのはなぜか

という点にある(10)ので,労 働党およびリクー ド

党以外の政党は 「左派系政党」および 「右派 ・

宗教系政党」 としてまとめた。1999年 から中道

系政党の議席 数が増加 し,政 党システムが変化

したと考えられるので,1999年 と2003年 の分析

では 「中道系政党」も従属変数の分類に加えた。

選択肢固有の独立変数 「政党選好」にはそれ

ぞれの政党に対する感情温度計の回答結果をあ

てた。これは 「(政党名)に ついて10段 階で好き

(10点)か,嫌 い(1点)か を答えて ください」

という形式を採 っている。「左派系政党」の選好

にはクネセットで左派系最大勢力のメレツ党の

感情温度計 を主 に用いたが,「 右派 ・宗教系政

党」の選好に用いた感情温度計は調査時期によ

って異なる(11)。

選択主体固有の独立変数である 「政治イデオ

ロギー」 にはそれぞれ自己の位置付けを聞いた

質問の回答 を,「宗教性-世 俗性」には宗教的行

事への参加頻度を尋ねた質問の回答 をあてた。

「政治イデオロギー」は5カ テゴリ(左 派・穏健

左派 ・中道 ・穏健右派 ・右派=宗 教),「 宗教性

-世 俗性」は4カ テゴリに再構成 している(12)。

5. 条件付 ロジッ ト・モデル による分析結果

表1か ら表3は 政党選好,「 政治イデオロギ

ー」,「宗教性-世 俗性」の三変数によって,特

定の政党が選ばれる可能性 を予測する条件付ロ

ジッ ト分析の結果である。条件付 ロジットなど

多項ロジット・モデルの派生系は基準カテゴリ

とそれ以外のカテゴリとの対比の対数が従属変

数 になるため,表1か ら表3に 示 したようなア

ウ トプットになる。選択主体固有の独立変数で

ある二つの変数の係数は従属変数のカテゴリご

とに係数が計算される。

まず 表1の 通 り,IIA問 題 が 検 定 に よ っ て 回

避 され て い る こ と を確 認 した うえ で,1992年 選

挙 の 政 党 選 好 の 係 数(β't1-1=.360)と1996年 選

挙 の そ れ(β't1=.539)を 比 較 す る と後 者 の 方 が

大 きい 。 二 つ の 係 数 の推 定 値 と標 準 誤 差,お よ

び ケ ー ス 数(N)を 使 っ てT検 定 を行 っ て み る

および
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表1 1992年 およ び1996年 選 挙 の条件 付 ロジ ッ ト ・モデ ル によ る係数 の推 定結 果

(〈右 派 ・宗教 系 政党 〉が 基準 カテ ゴ リ,政 党 名 の係 数 は定数 項 を表 す)

と,有 意 水 準1%で 係 数 の差 は統 計 的 に有 意 で

あ っ た(T=107.14,自 由 度1514に お け るp=

0)。 ゆ え に1996年 選 挙 で は1992年 選 挙 に 比 べ

て,よ り政 党 選 好 に沿 っ た 政 党 選 択 が な され て

お り,誠 実 投 票 が 増 え て い る と い え る 。

次に選挙 ごとの 「政治イデオロギー」 と 「宗

教性-世 俗性」の違いが政党選択に影響を及ぼ

しているかどうかを見ていきたい。表1の 左側

は1992年 選挙の分析結果 を示 している。「政治

イデオロギー」 を見ると,左 派系政党 ・労働党

・リクー ドの順に係数の値が大 きくなっている。

多項ロジッ ト・モデルおよびその派生系モデル

の係数 をそのまま解釈することは困難であるた

め,係 数については,そ れが統計的に有意であ

ることと符号が投票行動モデルに一致 している

かどうかを見るだけに留め,係 数の解釈には別

の方法 を用い るこ とにす る(グ リー ン2001,

1094頁)。

「政治 イデオロギー」変数は小 さいほど左派

に,大 きくなるほど右派 ・宗教系 を志向するよ

うに設定されている。 この変数の平均の差が選

択 した政党ごとに有意であるか否か,そ して平

均値の順序が イスラエルの投票行動で想定 され

たモデルと一致 しているかどうかで分析結果の

有 意 性 を判 断 した い 。 左 派 系 政 党 に投 票 す る 有

権 者(120ケ ー ス)の 「政 治 イ デ オ ロ ギ ー」 の 平

均 値 と標 準 偏 差(()内 の 数 値 で 示 す)は1.667

(.678)で あ り,労 働 党 に投 票 す る 有 権 者(331

ケ ー ス)の 値 は2.278(.814),リ ク ー ドに 投 票

す る 有 権 者(276ケ ー ス)で は4.304(.735)で

あ っ た 。 投 票 政 党 ご との 「政 治 イデ オ ロ ギ ー 」

の 平 均 値 の 差 は1%水 準 で 統 計 的 に 有 意 で あ

り,イ デ オ ロ ギ ー の 違 い が 政 党 選 択 に影 響 を与

え て い る だ け で な く,そ の 順 序 も意 味 を持 つ こ

とが わ か る(13)。

同じく 「宗教性-世 俗性」の係数は,リ クー

ドに投票する有権者のものを除き,統 計的に有

意 となった。「宗教性-世 俗性」の変数は大きく

なるほど世俗志向であることを示 している。つ

まりリクー ドに投票する有権者の係数はゼロで

ある可能性が高 く,ゆ えにリクー ドと右派 ・宗

教系政党 との選択において,有 権者の宗教性 な

い し世俗性が説明力 を持 たない ことを意味す

る。よって宗教的な有権者はリクー ドにも投票

しうる し,よ り右派に位置する政党ないし宗教

系政党にも投票 しうる。

左派系政党 ・労働党 ・リクー ドといった投票

政党 ごとの 「宗教性-世 俗性」の平均値の間に
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表2 1999年 選 挙 の条件 付 ロジ ッ ト ・モデ ル によ る係数 の推 定結 果

(〈右派 ・宗 教系 政 党 〉が基準 カテ ゴ リ,政 党 名 の係 数 は定数 項 を表す)

は統計的に有意な差があ り,こ の順序で小 さく

なっていた。 この結果は世俗的な有権者であれ

ば左派系の政党に投票 し,宗 教的であればリク

ー ドか右派ない し宗教系政党に投票する傾向が

あることを表す(14)。

では表1の 右側に示 された1996年 選挙の結果

を見てみることにしたい。「政治イデオロギー」

と 「宗教性-世 俗性」それぞれの係数はすべて

統計的に有意である。「政治 イデオロギー」に関

して1992年 の場合と同様の分析を行うと,左 派

系政党 に投票する有権者(51ケ ース)の 平均値

と標準偏差は1.392(.568)で あり,労 働党 に投

票 す る 有 権 者(394ケ ー ス)の そ れ は1.934

(.699),リ クー ドに投票す る有権者(369ケ ー

ス)で は4.285(.739)で あった。投票政党 ごと

の 「政治イデオロギー」の平均値の差は1%水

準で統計的に有意であ り,1992年 と同様に 「政

治イデオロギー」が政党選択 に対 して統計的に

有意な影響 を持つことがわかる(15)。「宗教性-

世俗性」についても投票政党別に平均値の差の

検定 を有意水準1%で 行 うと,「政治イデオロ

ギー」 と同様の関係が成立 していた(16)。ゆえ

に,リ クー ドと右派 ・宗教系政党 との選択にお

いて,有 権者の宗教性 ない し世俗性は意味を持

つ ようになっている。

1999年 選挙では,イ デオロギー的に労働党と

リクー ドの間に位置する中道系の政党が一定の

勢力 を得たので,こ れを選択肢に加えた。上の

表2は1999年 選挙データの分析結果である。政

党選好の係数は.483と1996年 の結果に近い水準

で大 き く,1992年 のそれ とは大 きな違 いがあ

る。つまり1999年 においても有権者は自分の政

党選好 に沿った選択をしている傾向が強いと言

えるだろう。

「政治イデオロギー」 と政党選択 との関連性,

および 「宗教性-世 俗性」 と政党選択 との関連

性を見る場合は注意が必要である。投票政党ご

とに見た 「政治イデオロギー」の平均値の差は

統計的に有意であった(1%水 準のT検 定)。 ゆ

えに 「政治イデオロギー」 と政党選択 との関係

はモデルで想定 した順序 と一致 している。 しか

しなが ら,リ クー ドに投票する有権者の係数が

統計的に有意ではない。つ まりリクー ドに投票

するか,そ れ とも右派 ・宗教系政党に投票する

かは 「政治イデオロギー」からは判別できない

ことを意味する。

一方
,「宗教性-世 俗性」の方に注目してみる

と,中 道系政党お よびリクー ドに投票する有権

者の係数が統計的に有意ではない。つま り有権

者が中道系政党ない しリクー ドに投票するの
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か,そ れとも右派 ・宗教系政党に投票するのか

は,彼(女)の 宗教性ない し世俗性か らは判別

で きない。

投票政党ごとの 「宗教性-世 俗性」の平均値

の差(()内 は標準偏差)を 検定 してみると,

労働党 に投票する有権者 「3.201(.694)」 と中

道系政党「3.102(.759)」お よび左派系政党「3.077

(.866)」 との間で統計的 な有意差が検 出され

ず(17),これ らが同 じ値である可能性が否定で き

ない結果となった。ゆえに1999年 の選挙 におい

て 「宗教性-世 俗性」による政党選択の説明力

は弱 まったと言 える。

政 党 選 択 の上 で 「政 治 イ デ オ ロギ ー」 や 「宗

教 性-世 俗 性 」 の 説 明力 が 弱 ま った 理 由 と して

は,当 時 の イ ス ラエ ル に 「政 界 の 再 編 」 が 生 じ

た た め だ と考 え ら れ る 。1998年10月 の 「ワ イ ・

プ ラ ンテ ー シ ョン合 意 」(18)によ っ て 当 時 の ネ タ

ニ ヤ フ首 相 が 右 派 の有 権 者 か らの 支 持 を失 い,

閣僚 を務 め て い た リ クー ドの有 力 政 治 家 に辞 任

さ れ て しま っ た(Elazar & Mollov 2001, p. 4.)。

シ ャハ ク元 参 謀 総 長 や モ ル デハ イ前 国 防 相 とい

っ た イス ラ エ ル 国 防 軍 の 元 将 軍 達,お よび メ リ

ドー ル 前 蔵 相 ら の 古 参 党 員 は リ ク ー ドを離 党

し,新 党 「中 道 党 」 を 旗 揚 げ し た(Torgovnik

2001, p. 144.)。 さ ら に1996年 選 挙 で リ ク ー ドと

統 一 リス トを組 ん で い た 「ゲ シ ェ ル」 も リ ス ト

を解 消 し,比 較 的 リベ ラ ル な宗 教 政 党 「メ イ マ

ド」 と と も に,「 ひ とつ の イス ラ エ ル 」 と して労

働 党 に合 流 した(Goldberg 2001, p. 23.)。

また1992年 以来,左 派系 の統一選挙 リス ト

「メレツ」に加わっていた「シヌイ」が離脱 し,反

宗教色 を鮮明に打ち出す中道系政党 として選挙

戦 に加わった(Canetti, Frant & Pedahzur 2002,

p. 165.)。 こうした 「政界の再編」に有権者 が反

応 したことが,表2に おける 「宗教性-世 俗性」

の説明力低下として現れたのかもしれない。

2003年1月 に行われた選挙は,首 相公選制度

廃止後は じめての国政選挙 であ った(浜 中

2003)。 この選挙 において も中道系政党が多 く

の票を獲得 し,ひ とつの選択肢 として無視でき

ないほどの勢力を得た。

表3は2003年 選挙データを条件付ロジッ ト分

析で係数を推定 した結果であ り,仮 説 どお り政

党選好の説明力が下落 している。つまり選挙制

度が元通 りに戻 り,政 府を選択する目的のみの

投票機会が失われたために,ク ネセット選挙で

政党 を選択する際に組閣の軸 となる政党のこと

を考慮する有権者が再び現れたと考えられる。

誠実投票を行 う有権者が減ったことは政党選好

の係数の大 きさが減少 したこ とで示されてい

る。表2で 示 され た政党選好 の係数(β't2=

.483)と 表3の 係数(β't2+1=.422)と の差は有

意水準1%のT検 定 によって統計的に有意であ

った(T=48.375,自 由度1641に おけるp=0)。

表3に 示 された 「政治イデオロギー」の係数

はすべ て統計的に有意である。「政治イデオロ

ギー」の平均値の差はそれぞれ1%水 準で統計

的に有意で,な おかつ左派系政党 ・労働党 ・中

道系政党 ・リクー ドの順に大きくなっている。

これは分析前に想定 したモデルの通 りである。

他方,左 派系政党に投票する有権者の 「宗教

性-世 俗性」の係数は統計的に有意 とならなか

った。平均値の差の検定を投票政党別 に行った

ところ,左 派系政党に投票する有権者と労働党

に投票する有権者の間,お よび左派系政党に投

票する有権者 とリクー ドに投票する有権者 との

間で有意差が認められなかった(19)。

これは2003年 選挙において,中 道系政党を代

表す る 「シヌイ」(20)が,連 立政権から宗教勢

力 を排除することを公約に掲げるほどの強い世

俗性をアピールしたことに加え,先 にも述べた

ように 「シヌイ」が左派系政党 「メレツ」の一

翼 を担 うリス トの一つだったことが原因として

指摘で きる。「シヌイ」が世俗的な有権者の多 く

を惹 きつけ,さ ほど世俗的ではない有権者やア

ラブ系の有権者が左派系政党の支持層 に留まっ

たことが,表3の 分析結果 に現れたのではない

だろうか。

6.お わ り に
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表3 2003年 選 挙 の条件 付 ロ ジ ッ ト ・モデ ルに よ る係 数 の推 定結 果

(〈右派 ・宗 教系 政党 〉が基準 カテ ゴ リ,政 党 名 の係 数 は定数 項 を表す)

本稿では,首 相公選制度の導入期に多党化が

進んだ原因を,首 相直接選挙 とクネセ ット選挙

で異なる政党の候補に投票する分裂投票 に求

め,こ の分裂投票が発生するメカニズムを明ら

かにしようとした。イスラエルでは,首 相公選

制度が導入されたことによって議員を選出する

機会 とは別に,有 権者 が政府を選択する機会を

得ることとなった。このため,ク ネセ ット選挙

において連立政権の形成 を優先 した投票を行 う

必要がなくな り,有 権者は自らの選好 に誠実な

投票をするようになったのではないだろうか。

この 「誠実投票インセンティブ」が分裂投票 を

生み出すメカニズムであると考え,こ れを1992

年から2003年 までに行われた計4回 のイスラエ

ル国政選挙のサーベイデータで検証 した。

仮説 を統計分析 によって検証 したことに よ

り,次 のことが明 らかになった。まず選挙ごと

の政党選好の係数(β)の 関係は式(2)に 示

したとお りになった。 よって首相公選制度導入

前 と廃止後の選挙では,新 しい政府を選ぶ機会

と新 しい議会構成 を選ぶ機会が不可分であるた

め,自 分の選好 よりも政府の選択 を優先 して投

票を行 う有権者がいたのではないだろうか。他

方で,首 相公選制度の下では誠実投票インセン

テ ィブが生 じるため,ク ネセ ット選挙において

有権者は選好に沿った投票を行 う。この結果,

首相公選制度下では有権者の多様な選好を反映

して多 くの政党が議席を得 ることになる。クネ

セ ッ ト選挙は全国一区で全120議 席 を争 う比例

代表制のため,選 挙制度が内在 している政党数

の削減効果が小 さい。このことが一層多党化を

促進 したといえよう。

なお,内 外情勢の変化によって生 じたとされ

る 「政界再編」が選挙制度改革とどのような関

連があるのかについて,本 稿では十分議論する

ことができなかった。新 しい中道ブロックの出

現 と衰退はイスラエル政治においてしば しば見

られる現象であるが,本 稿では選挙時の有権者

の反応 として部分的に言及 したに過 ぎない。こ

の問題については今後の課題 としたい。
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・山口(2002)で あ る。 この 他 ,一 般 レベ ル

の議論 が 出版 された もの と して は弘文 堂編 集

部(2001),小 田(2001)な どが あ る。 学 術

論 文 と して 制 度 的 な議 論 を した もの は 只 野

(2003)が あ る。

(2) 首相 公選 選挙 は1996年,1999年,2001年

の計3回 行 われ てい るが,2001年 選挙 は首 相

の辞任 に よる もので議 会選 挙 は行 わ れ なか っ

た。

(3) Sartori (1994)は イス ラエ ルの制 度 を フ

ランス の半大 統領 制 に なぞ らえ るボ グダ ノア

を批 判 し,「イ スラエ ルや イ タリア,オ ラ ンダ

とい った分極 化 した多党 制の 国 で,威 光効 果

(coattail effect)が 首 相の 政党 を絶 対 多数 派 に

押 し上 げ る機 会 は ほ とん ど,も し くは全 くな

い」 と断 じた(p.116.)。

(4) 図1の 作 成 に用 い たデ ー タにつ い ては後

述。1996年 調 査 にお い て首相 候補 へ の支持 を

明確 に して い たの は全サ ンプ ル(N=1168)

の うち1013ケ ース,1999年 調 査 で は全サ ンプ

ル(N=1225)の うち1005ケ ー スだ っ た。

(5) 具体 的 に は,ま ず分 裂投 票 の類 型 を 「イ

デ オ ロギ ー型 」「セ ク ト型 」「均 衡追 求型 」「抵

抗型 」 の4つ に設定 す る。 そ して 「イデ オロ

ギ ー型」 の 分裂投 票 者 は右派 ない し左 派 の政

治 ブ ロ ック内部 で二 票 の使 い分 け をす るの に

対 し,他 の3つ の タ イプは政 治 ブ ロ ックの境

界 を越 えて 反対側 の 候補 者 に投票 す る傾 向が

あ る こ とを明 らか に してい る。 た だ し筆 者が

サ ーベ イデ ー タ を使 って クロス分 析 を してみ

た ところ,政 治 ブ ロ ックの境 界 を越 え る投 票

は非 常 に わずか な ケー ス しか検 出 され なか っ

た 。

(6) 1999年 選挙 の際 は5人 の首相 候補 者 が立

候補 したが,投 票 日前 日にな って世論 調査 で

三位 につ けて いた イ ツバ ク ・モ ル デハ イ候補

(中道党)が 出馬 を辞 退 し,こ れ を受 け て下位

二 人の候 補 も出馬 を取 り止 めた 。

(7) 連立 の 中核 とな りえな い政 党 を第一 選好

とす る有 権 者 に とって は,投 票 政党 で はな い

政党 の候 補者 に首相 直接 選挙 で投 票 す る こ と

にな るため,サ ル トー リの い う ように 「威光

効果 」 は たい した意 味 を持 た ない。

(8) ミシガ ン ・モ デル と争点 態 度お よび業績

評価 を含め たモ デ ル に依 拠す る研 究 は イス ラ

エ ルの テ ルア ビブ大 学 とハ イフ ァ大 学で投 票

行 動研 究 を リ ー ドして い るMichal Shamirと

Asher Arianに よ る一 連 の 業 績 が あ る。 ミシ

ガ ン学 派以 前 の コロ ン ビア学 派 のモ デ ル をあ

らため て イス ラエ ルの選 挙研 究 に適 用 し,多

項 ロ ジ ッ ト分 析 を行 った も の と して はAn-

derson & Yaish (2003)が あ る。

(9) 1996年 以前 の調 査 と1999年 以降 の調査 で

は,サ ンプル に アラ ブ系 イス ラエ ル人 を含 め

て い るか どうかで大 きな違 いが あ る。 この た

め本 稿 で は調査 サ ンプル にア ラブ系 を含 め て

い な い1992年 と96年 の分 析結 果 を対 に して直

接比 較 し,ア ラ ブ系 を含 む99年 と2003年 の分

析結 果 を対 に直 接比 較 して い く。96年 以 前の

分析 結 果 と99年 以 降の分 析結 果 は直接 には比

較 しない もの とす る。

(10) 従 って首相 直接 選挙 で の投 票 は分析 に含

め て い ない。

(11) 1992年 調査 で は 「左 派」 の 選好 に用 い た

の は 「ピー ス ・ナ ウ」 の感 情 温 度 計 を,「 右

派 ・宗 教」 の 選好 に用 い たの は 「グ ッシ ュ ・

エ ム ニ ム」 の感 情 温度 計 であ る。1996年 調査

では 「左派 」 の選 好 に メ レツ党 の感 情温 度計

を,「 右 派 ・宗 教」 の 選 好 には 「ジュ デ ィア

・ソマ リア会議 」の 感情 温度 計 を用 い た。1999

年 以 降 は 「左 派」 選好 にメ レツ党 の感情 温 度

計 を,「 右 派 ・宗 教」 選 好 には 右 派 ・宗 教 系

政 党 で最 大勢 力 の シャス党 の感 情 温度計 をあ

てた 。

(12) 計 量 分 析 に はLIMDEP Ver.8を 用 い た。

この統 計 パ ッケ ー ジは条件 付 ロ ジ ッ トモ デル

に よる分析 を行 うに あた って 「パ ネ ル型 デ ー

タ」 の フ ォーマ ッ トを求 めて い るので,従 属

変 数 の選択 肢 に合 わせ て選択 肢 固有 の独 立変

数 を配置 し,選 択 主体 固有 の独 立 変数 は選択

肢 と無 関 係 に ケ ー ス ご と の 配 置 を行 っ た

(Green2002,E19-40.お よび 西 澤2000,21-22

頁)。

(13) 左 派系 政 党 に投 票 す る有権 者(〈 左 派 〉)

と労働 党 に投 票す る有 権者(〈 労働 〉)だ と

t=8,DF=251でpは ほ ぼ0と な り,帰 無仮

説 は棄 却 され る。 リクー ドに投 票 す る有 権 者

(〈 リ クー ド〉)と 〈労働 〉だ とt=31.9,DF

=605でp=0と な り
,同 じ く帰 無 仮 説 は棄

却 され る。

(14) 「政 治 イ デ オ ロ ギ ー 」の場 合 と 同 じ1%水

準 のT検 定 を 行 っ た 。 〈 左 派 〉 の 平 均 値

3.675(.552)と 〈 労 働 〉 の 平 均 値3.317(.678)

だ とt=5.71,DF=257でPは ほ ぼ0に な り,

帰 無 仮 説 は 棄 却 さ れ る 。 同 じ く 〈 労 働 〉 と

〈 リ ク ー ド 〉 の 平 均 値2.688(.775)で もt=

10.53,DF=551でp=0と な り,や は り帰 無

仮 説 は 棄 却 さ れ る 。
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(15) 〈 左 派 〉 と〈 労 働 〉 だ とt=5.31,DF=

443でpは ほ ぼ0と な り,帰 無 仮 説 は 棄 却 さ

れ る 。 〈 労 働 〉 と 〈 リ クー ド〉 だ とt=45.2,

DF=761でp=0と な り,同 じ く帰 無 仮 説 は

棄 却 さ れ る 。

(16) 〈 左 派 〉 の 平 均 値3.68(.621)と 〈 労 働 〉

の 平 均 値3.208(.650)で はt=4.85,DF=437

でpは ほ ぼ0に な り,帰 無 仮 説 は 棄 却 さ れ

た 。 〈 労 働 〉 と 〈 リ ク ー ド 〉 の 平 均 値2.664

(.768)で はt=10.28,DF=677でp=0と な

っ て 帰 無 仮 説 は棄 却 され た 。

(17) 〈労 働 〉 と〈 中道 〉で はt=1.14,DF=

374でp=0.252と な り1%水 準 で帰 無 仮説 は

棄却 され ない。 また〈労働 〉 と〈左 派 〉で も

t=1.43,DF=206でp=0.152と な り,や は

り1%水 準 で帰無 仮説 は棄 却 され なか った。

(18) ア メ リカ ・メ リー ラ ン ド州で パ レス チナ

側 と占 領 地域 か らの撤 退 方 法 につ い て 交 渉

し,合 意 に 至 った 中東 和 平 交 渉 の 成 果 の こ

と。

(19) 1%水 準 のT検 定 を行 った。 〈左 派 〉 と

〈労働 〉で はt=0.949,DF=304でp=0.343

とな り帰無 仮 説 は棄 却 されな い。 〈左 派 〉 と

〈 リク ー ド〉で はt=1.75,DF=268でp=

0.081と な って帰無 仮説 は棄 却 され なか った。

(20) 1999年 選挙 で 中道系 政党 を主 導 してい た中

道 党 は,主 要 な メ ンバ ーが リ クー ドに戻 った

こ とやモ ル デハ イ党首 の女 性 スキ ャン ダルな

どの ため に凋 落 し,2003年 選挙 の投 票 日直前

に出馬 を取 りやめ た。
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Split-Ticket Voting Under Israel's Direct-

Election System for Prime Minister

Shingo HAMANAKA

 From 1996 to 2003, the directly elected Israeli 

prime minister had to consider how to preserve his 

coalition government as the number of political par-

ties greatly increased in the Knesset. Previous re-

search explained that split-ticket voting gave seats to 

many political parties, but the relation between elec-

toral system change and voting behavior was not clear.

This paper examines this puzzle statistically under 

the hypothesis that Israeli citizens voted sincerely, not 

strategicaly, in both the direct election of the prime 

minister and the Knesset election. This hypothesis 

can be proved using the conditional logit model. I con-

clude that strategic voters appeared only in Knesset 

elections because they prefered selection of a coali-

tion government to selection of the most favored 

parties. However, Israeli voters voted sincerely under 

the direct electoral system for prime minister because 

of their chance to select their prefered coalition 

government. Therefore, we see a multifaceted party 

system with a directly elected prime minister in Israel.


